
総務部

総務課

Ⅰ 人事管理費

１ 行政不服審査法に基づく審査請求について、和歌山県行政不服審査会において調査審議

し、審査庁に対して答申を行った。

Ⅱ 文書費

１ 法制関係事務を適正に執行するため、顧問弁護士による法律相談、県を当事者とする訴

訟に係る調整、条例等に係る法制・文書審査及び県報の発行を行った。

行政改革課

Ⅰ 人事管理費

１ 簡素で効果的・効率的な行政運営体制の構築を推進した。

２ 議事録作成支援システムの導入やモバイル行政事務用パソコンの追加配備など、事務の

効率化を行った。

人事課

Ⅰ 人事管理費

１

〔一般研修〕

　・その年度における昇任者等を対象として、各階層に求められる能力等を習得す

　　ることを目的に実施 ８研修(延べ752人受講)

〔特別研修〕

　・法学系・政策立案系・コミュニケーション能力系等、特定の分野についての能

　　力等を習得することを目的に実施 ３コース21研修(延べ1,078人受講)

〔セミナー〕

  ・一般的な知識の習得や時事問題等をテーマにしたセミナーを実施

２研修(延べ221人受講)

事務の見直し推進事業 3,374 2,891

法制関係事務事業 19,493 11,275

（ 予 算 額 ） （ 決 算 額 ）

行政不服審査法施行事業 1,635 980

行政改革推進事業 2,153 1,209

職員研修事業 26,657 25,314 職員の資質向上を図るため、次のとおり研修を実施した。(延べ2,471人受講)
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〔その他〕

　・関西広域連合広域職員研修局主催研修を始めとして、団体連携型研修や和歌山

　　県市町村職員研修協議会主催の研修への相互乗り入れを実施

　　その他、必要に応じた研修を実施  (延べ420人受講)

財政課

Ⅰ 一般管理費

１ 監査機能の独立性・専門性を充実させるため、県の組織に属さない専門家による包括外

部監査を実施した。（監査テーマ：県税の賦課徴収に関する事務の執行及び管理の状況

について）

Ⅱ 財政管理費

１

〔参考：基金残高の推移〕

　 ・福祉対策等基金の取崩額の充当先は民生費

   ・地域振興基金の取崩額の充当先は総務費、民生費、土木費、教育費

 注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない

     場合がある。

Ⅲ 元金

１

〔参考：県債残高の推移（普通会計ベース）〕

外部監査事業 8,950 8,800

基金管理事業 1,110,737 1,109,370 各基金に積立てを行った。

財政調整基金 4,094,696 623 988,840 3,106,480

基　金　名 平成30年度末 令和元年度の増減 令和元年度末

現 在 高 積 立 額 取 崩 額 現 在 高

福祉対策等基金 4,866,550 405,741 405,000 4,867,291

県債管理基金 17,767,044 2,705 － 17,769,749

土地開発基金 17,849,733 － － 17,849,733

地域振興基金 1,952,932 700,300 1,140,282 1,512,950

県債償還事業 66,500,910 66,500,909 県債（元金）の償還に要した経費を公債管理特別会計へ繰り出した。

文化振興基金 － － － －
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Ⅳ 利子

１ 一時借入金利子を支払い、県債の利子の支払に要した経費を公債管理特別会計へ繰り出

した。

税務課

Ⅰ 賦課徴収費

１

・特別徴収義務者に対する報償金

・個人県民税徴収取扱費交付金

・地方消費税徴収取扱費

・県税等還付金

・不正軽油追放対策事業

・滞納整理事務事業

・県税運営システム委託経費

・軽油流通情報管理システム委託経費

Ⅱ 地方消費税清算金

Ⅲ 利子割交付金

Ⅳ 地方消費税交付金

Ⅴ ゴルフ場利用税交付金

Ⅵ 自動車取得税交付金

Ⅶ 環境性能割交付金

平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

賦課徴収事務事業 2,975,524 2,948,660 県税の適正課税と確実な徴収を図るため各種業務を行った。

145,218

1,023,746,005 1,028,569,436 1,040,486,337

県債償還事業 6,523,810 6,498,451

304,725

2,946

17,276,856 17,196,297 地方消費税の都道府県間の清算を行った。

1,430,008

61,356

857,391

6,208

18,386

219,347 219,347 ゴルフ場利用税のゴルフ場所在市町に対する交付を行った。

532,000 528,315 自動車取得税の市町村に対する交付を行った。

162,048 162,048 県民税利子割の市町村に対する交付を行った。

16,592,000 16,590,202 地方消費税の市町村に対する交付を行った。

154,936 145,237 自動車税環境性能割の市町村に対する交付を行った。
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Ⅷ 配当割交付金

IX 株式等譲渡所得割交付金

市町村課

Ⅰ 市町村連絡調整費

１ 住民票の写しの広域交付や国の行政機関等への本人確認情報の提供を行うために、市町

クシステム・マイナンバ 村、都道府県及び地方公共団体情報システム機構を結ぶネットワークシステムを運営す

ー制度運用事業 るとともに、マイナンバー制度に係る普及啓発を行った。

Ⅱ 選挙啓発費

１ 選挙が公明かつ適正に行われるとともに、選挙人の政治意識の向上が図られるよう啓発

事業を実施した。

・テレビ、ラジオスポットを用いた啓発

　実施期間：令和元年12月12日～16日、令和２年１月10日～13日

　広告本数：テレビ　14本、ラジオ　ＡＭ14本

・明るい選挙啓発ポスターの募集、展示会の開催

・若年層の投票参加を促進するため、県内学校を対象とした出前講座や模擬投票を

　実施(16回実施、1,932人受講)

Ⅲ 県議会議員選挙費

１ 平成31年４月７日執行の県議会議員一般選挙において、棄権防止等選挙時啓発を行った。

啓発事業

２

事業

Ⅳ 参議院議員選挙費

１ 令和元年７月21日執行の参議院議員通常選挙において、棄権防止等選挙時啓発を行った。

啓発事業

２ 令和元年７月21日執行の参議院議員通常選挙において、管理執行を行った。

事業

750,816 750,618 県民税配当割の市町村に対する交付を行った。

393,401 393,401 県民税株式等譲渡所得割の市町村に対する交付を行った。

県議会議員一般選挙臨時 2,783 2,781

県議会議員一般選挙執行 191,550 191,545

住民基本台帳ネットワー 109,606 101,127

明るい選挙推進事業 2,141 1,755

平成31年４月７日執行の県議会議員一般選挙において、管理執行を行った。

参議院議員通常選挙臨時 26,509 26,507

参議院議員通常選挙執行 557,830 555,077

- 11 -



管財課

Ⅰ 一般管理費

１ 本庁舎（本館、北別館、東別館及び南別館）の施設環境及び設備の維持管理を行った。

Ⅱ 支庁及び地方事務所費

１ 総合庁舎の施設環境及び設備の維持管理を行った。

危機管理・消防課

Ⅰ 防災総務費

１ 危機管理及び防災センターの宿日直並びに防災意識の普及・啓発を実施した。

上事業

２ 地震体験車による地震体験や、家具固定に関する講座・実習等、県民の防災意識向上の

ための出前教室を実施した。

・実施回数：　 224回　

・受講者　：17,723人

３ 防災教育・啓発の拠点施設である津波防災教育センター内津波映像シアターの管理運営

用事業 を行った。

４ 石油コンビナート等の防災対策を推進するため、県石油コンビナート等防災本部の運営

対策事業 及び防災資機材の整備等を行った。

５ 大規模災害発生時の消防活動体制の構築を図るため、消防救急無線の広域化（県域ネッ

営事業 トワーク整備）・共同化（施設等共同利用）を実現した共通波無線システムの県域一体

運営を行った。

６ 大規模災害発生時の初動対応等に必要な燃料を中核給油所及び小口燃料配送拠点に備蓄

した。

Ⅱ 消防連絡調整費

１ 県内消防体制の充実強化を図るため、消防団の活性化及び消防功労者表彰等を行った。

２ 危険物施設に対する設置及び変更許可、完成検査等の保安対策指導を行うとともに、危

危機管理運営・防災力向 14,587 12,024

出張！減災教室事業 22,990 22,990

本庁舎管理事業 419,718 394,035

総合庁舎管理事業 190,475 159,130

翌年度繰越額

20,611

消防救急デジタル無線運 127,632 126,407

災害時燃料安定供給事業 791 790

津波防災教育センター活 7,589 7,589

石油コンビナート等防災 28,427 27,254

消防行政等一般指導事業 18,058 17,533

危険物取扱規制及び保安 11,904 11,853
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対策事業 険物取扱者に対する免状交付及び保安講習を行った。

３ 救急業務の高度化及び救急救命士の資質向上を推進するため、救急救命協議会の運営及

び救急救命士の養成等を行った。

・救急救命士養成数　11人、指導救命士養成数　７人

４ 消防職員及び消防団員等を教育訓練するための消防学校の運営及び施設の維持管理を行

った。

Ⅲ 鉄砲火薬ガス等取締費

１ 火薬類による災害の発生防止等のため、火薬類製造所（煙火）及び火薬庫に対し、所定

の技術上の基準に適合しているか定期検査を実施した。

〔保安検査実績〕

・火薬庫

２ 高圧ガスによる災害の発生防止等のため、高圧ガス製造事業許可（第一種製造）を受け

た事業所に対し、製造設備が所定の技術上の基準に適合しているか定期検査を実施した。

〔保安検査実績〕

・高圧ガス製造事業所

防災企画課

Ⅰ 防災総務費

１ 和歌山県防災会議を開催し、和歌山県の防災・減災対策の反映や国の基本計画を踏まえ

た和歌山県地域防災計画の修正を行った。

２ 地域や企業等での防災活動の中心的な担い手である地域防災リーダーを育成するため、

防災に関する知識、技術を学ぶ講座「紀の国防災人づくり塾」を開催した。

・開催期間：令和元年９月１日～12月８日のうち各会場４日間

・開催場所：和歌山市、由良町

・修了者数：186人

３ 県・市町村・消防本部・防災関係機関をネットワークで結び防災情報の一元化・高度化

営事業 ・共有化を実現する総合防災情報システムを運営した。

４ 防災体制・対策の充実・強化を図るため、「わかやま防災力パワーアップ補助金」によ

救急高度化推進事業 7,381 7,074

消防学校管理運営事業 74,419 69,836

防災体制整備事業 3,290 3,071

地域防災力向上事業 1,823 1,411

火薬類、猟銃等取締事業 2,243 1,526

高圧ガス保安事業 5,019 4,194

総合防災情報システム運 447,271 443,376

わかやま防災力パワーア 190,000 146,858

 1,328件

55件・許可件数

・免状交付件数

52件・検査件数

３件

15件
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ップ事業 り、市町村が実施する防災・減災対策に対して総合的に支援した。

５ 災害発生時に被災地等に職員を派遣し、現地の情報収集や連絡調整を実施するため、行

庁）整備事業 政事務用パソコンやタブレット端末等の資機材を配備した。

６ （国研）防災科学技術研究所から地震・津波の観測情報及び解析ソフトの提供を受け、

集強化事業 県が津波の規模や到達などの予測を行い、関係機関に情報の提供を行うシステムを運営

した。

７ 市町村が避難勧告等の発令の判断を早期かつ的確に行えるよう、短長期の精度の高い降

業 水予測情報を提供した。

8 防災・減災に関する県民 県民の災害に対する意識や日頃の防災対策、行政へのニーズ等のデータを収集・分析・

意識調査事業 比較し、防災対策に反映させるための調査を実施した。

9 南海トラフ地震などの大規模災害時の的確な避難を促進するため、防災ポータルアプリ

「和歌山県防災ナビ」を運用した。

災害対策課

Ⅰ 防災総務費

１ 南海トラフ地震を想定し、自衛隊、警察、消防等防災関係機関と連携して津波災害対応

実践訓練を行った。また、協定企業等との連携による救援物資輸送訓練、令和元年11月

５日を中心に約117,000人が参加した「世界津波の日」地震・津波避難訓練及び県災害対

策本部運営体制の検証と職員の対処能力向上のため総合統制室運営図上訓練を実施した。

２ 防災ヘリコプター「きしゅう」を活用し、県防災航空隊による各種災害等への迅速な対

業 応を行った。

〔防災ヘリコプター「きしゅう」緊急運航状況〕

・救急活動（34回）、救助活動（23回）、火災防御活動（６回）、広域航空応援活

　動（２回）

３

災害時緊急支援（移動県 8,661 8,379

地震・津波観測情報の収 16,742 16,665

5,972 5,940

災害対応力強化事業 2,386 2,310 全職員統一の防災服の維持管理及び県職員用備蓄食糧の整備を行った。

防災訓練の実施事業 10,750 8,218

防災ヘリコプター運営事 276,258 275,753

避難発令支援情報提供事 3,952 3,952

災害時避難促進事業 6,409 6,408
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